
第１回原子力委員会定例会議議事録 

 

１．日 時  令和２年１月１４日（火）１３：３０～１５：００ 

 

 

２．場 所  中央合同庁舎第８号館６階６２３会議室 

 

３．出席者  内閣府原子力委員会 

        岡委員長、佐野委員、中西委員 

       内閣府原子力政策担当室 

        竹内参事官、佐久間参事官補佐 

       合同会社マトリクスＫ／東京大学 

        近藤氏 

 

４．議 題 

 （１）米国における原子炉監督プロセス（ＲＯＰ）について（近藤寛子氏） 

 （２）関西電力株式会社高浜発電所１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉、美浜発電所３号炉、

大飯発電所３号炉及び４号炉、四国電力株式会社伊方発電所３号炉、九州電力株式会

社川内原子力発電所１号炉及び２号炉並びに玄海原子力発電所３号炉及び４号炉の発

電用原子炉設置変更許可（発電用原子炉施設の変更）について（答申） 

 （３）その他 

 

５．配布資料 

（ １ ）米国における原子炉監督プロセス(ＲＯＰ）開始に学ぶ 

- 著書「改革の過程から規制の進化を探る」からの紹介- 

（ ２ ）発電用原子炉設置者からの設置変更許可について（答申） 

参考資料 

（２－１）発電用原子炉設置者からの設置変更許可に関する意見の聴取について 

（２－２）第４７回原子力規制委員会 資料１抜粋 
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６．審議事項 

（岡委員長）時間になりましたので、ただいまから、第１回原子力委員会を開催いたします。 

  本日の議題ですが、１つ目が、米国における原子炉監督プロセス（ＲＯＰ）について、２

つ目が、関西電力株式会社高浜発電所１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉、美浜発電所３号

炉、大飯発電所３号炉及び４号炉、四国電力株式会社伊方発電所３号炉、九州電力株式会社

川内原子力発電所１号炉及び２号炉並びに玄海原子力発電所３号炉及び４号炉の発電用原子

炉設置変更許可（発電用原子炉施設の変更）について（答申）。３つ目は、その他です。 

  本日の会議は、１５時を目途に、進行させていただきます。 

  それでは、事務局から説明をお願いします。 

（竹内参事官）それでは、議題の１の方でございます。来年度より実施される予定となってお

ります新たな原子力規制検査についてでございますが、その導入に際しましては、米国の原

子炉監督プロセス（ＲＯＰ）を参考にされております。今回、米国のＲＯＰに詳しいマトリ

クスＫの代表の近藤様にお越しいただいております。 

  それでは、近藤様より、説明の方を、よろしくお願いいたします。 

（近藤氏）御紹介にあずかりました近藤寛子と申します。本日はお招きいただきまして、あり

がとうございます。これからの時間を使いまして、私から米国における原子炉監督プロセス

開始に学ぶ、ということでお話をさせていただきます。 

  お手元のｉＰａｄを使いながら、説明の方、入らせていただきます。 

  私が、今日、この話をさせていただく背景と、それから簡単な自己紹介をさせていただき

ます。 

  私、今、東京大学大学院の工学系研究科の方に在籍しておりまして、そこで学術支援専門

職員ということで、研究をしております。その研究の内容が原子力安全規制の、特に検査制

度についてです。東京大学大学院の方では、リスク情報を活用したという観点から研究の方

をさせていただいております。その過程で、アメリカの検査状況を取りまとめた書物なども

作っておりますことから、今日は、このようなお話をさせていただく次第です。 

  では、資料構成の方になります。大きく、今日は５つの話をさせていただきます。まず、

前半では、アメリカのＲＯＰをこれからお話しするに当たっての基礎情報に関してです。そ

して、もう１つが、いきなり新しい検査制度の話をする前に、なぜアメリカでＲＯＰという

検査制度が始まったのかという、経緯のお話をさせていただきます。その後に、では、ＲＯ

Ｐがどのように作られたかという話をさせていただきます。このようなストラクチャーでお
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話しさせていただきます。 

  今日は、こういったお話をさせていただくに当たり、実はどういう構成でお話をするのが

いいのかなというふうに悩みました。先ほど竹内委員がおっしゃってくださいましたように、

これから日本で新しい検査制度が始まったまいります。正に、今、試運用というものが行わ

れていますので、そういう過程で何かしら皆様にとりまして参考になることは何だろうかと

いうふうに考えました。そうしますと、新しい制度はどういうものなのかという説明の前に、

まず、どうしてそういった制度が起きたのかという背景をしっかりお伝えすることが大事だ

というふうに考えた次第です。 

  では、それにつきまして、アメリカでどうだったのかという話をさせていただきます。 

  まず最初に、アメリカの原子力規制委員会の話をさせていただきます。今日の話にも沢山

登場するのが、この原子力規制委員会になります。ＮＲＣというふうに通常呼ばれています。

１９７５年に組織分割によって誕生した組織になります。特徴は、といいますと、いろいろ

な切り口がありますけれども、私は一つ、とても大事なのが、ＮＲＣというのはよい規制

（ｇｏｏｄ ｒｅｇｕｌａｔｉｏｎ）というものに基づいて組織運営を行っている。その考

えが職員の方々に浸透している、こういった組織だというふうに捉えています。このｇｏｏ

ｄ ｒｅｇｕｌａｔｉｏｎというものは、独立性、オープンさ、効率性、明確さ、信頼性と

いうものから構成されています。 

  このＮＲＣが見ている施設というのは、商業炉に加えまして、ほかにも、原子炉、ほかの

原子炉であるとか、あと、核物質を扱う施設を対象にしています。組織的な特徴になります

けれども、これだけの数々の施設を扱っているということから、本庁以外に４つの地方局か

ら構成されている組織です。この４つの地方局が全米各地にあります原子力の施設を検査し

ている。なので、本庁が政策立案を行うのに対して、地方局が政策の運用を行う、こういっ

た組織になっています。 

  では、このＮＲＣの規制体系がどのようになっているか、なのですが、今日、お話しさせ

ていただくのは、検査制度の話ですけれども、アメリカのＮＲＣにおきましても、まずは、

政策、基準を作るということがあります。ガイダンスを行う、これが１番に該当します。そ

れに基づいて許認可を行っていくというのが２番です。そして、それをオーバーサイト、検

査をする。そして、その結果がオペレーショナル・エクスペリエンスという形で反映される。

こういった様々な活動に関しましての意思決定をサポートする、例えば、研究活動であると

か調査活動であるとかリスク評価であるとか、こういった活動がございます。今日はこのう
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ちの３番、オーバーサイト（検査）といったところにつきましての説明になります。 

  今日の本題になりますＲＯＰ（Ｒｅａｃｔｏｒ Ｏｖｅｒｓｉｇｈｔ Ｐｒｏｃｅｓｓ）、

これは何なのかです。ＲＯＰというものに私が着目しましたのも、これから日本で新しく始

まる検査制度がこのＲＯＰを参考にしているからなのですけれども、いろいろ調べてみると

明らかになったことがあります。その特徴は２つあります。 

  まず、ＲＯＰというものは原子力安全に対して公衆から信用を得ることが官産民による検

討を通じて根源的な理念になった、合意されたオーバーサイト制度であるということが１点。

それからもう一つが、リスク情報を活用してパフォーマンスベースである、これが主な特徴

になります。 

  前者は理念に関するものであって、後者に申し上げた内容は、制度のメカニズムに関する

ものです。 

  この考え方をどうやって制度設計していくのかということで、今、見ていただいています

原子炉オーバーサイトの枠組みに示されているようなものができ上がりました。ミッション、

原子力発電の利用における公衆の健康と安全を守るというものに対して、戦略的パフォーマ

ンス領域、しっかり見なければいけない領域を決めました。それがどういうものから構成さ

れているのかを考えて、コーナーストーンと彼らは呼んでいる７つの領域があります。それ

に対しまして、アセスメント（評価）をしていくということでアクションマトリクスと呼ば

れて、色を使ってパフォーマンスの評価結果を表現しています。 

  では、このＲＯＰに至るまでアメリカの検査制度がどうであったのかについて、これから

お話しさせていただきます。 

  実は、このＲＯＰと呼ばれる制度は、２０００年から始まった制度です。その前には別の

制度がございました。ＳＡＬＰという制度が、１９８０年から始まっております。その前に

は別の制度がありました。では、この変遷がどうして起きたのかにつきましてお話をさせて

いただきます。ＲＯＰの前制度、ＳＡＬＰについて、また、その発足についてです。 

  ＳＡＬＰと言われる制度は１９８０年にアメリカで始まりましたが、それも経緯がござい

ました。それはスリーマイルアイランド事故というものが、アメリカで起きています。１９

７９年３月のことです。このときに、実はＮＲＣと事業者は非常に厳しい指摘を大統領諮問

委員会から受けています。ケメニー委員会と言われるものです。ＮＲＣは、特に、安全に対

する規制の在り方についての指摘を受けました。この指摘を受けまして、ＮＲＣは検査制度

を刷新することに至ります。その内容というものが、安全を全体的に捉えていくということ
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になります。なぜそうなったかといいますと、実は、ＳＡＬＰ以前の制度がアメリカにはあ

りましたけれども、その制度では、スリーマイルアイランド発電所に対して３段階の評価の

うち、Ｂ評定という、ほどほどといったものを付けていたわけです。これによって検査では

一体何を見ているのかということが問題になりましたので、刷新することに至りました。１

９７９年３月に受けた事故後、１９８０年に急いでこしらえて作られたのがＳＡＬＰという

制度でした。 

  では、そのＳＡＬＰがどういった内容だったのかについて、お話しさせていただきます。

ＮＲＣは非常に反省をしまして、ＳＡＬＰという制度を作り上げることによって、これから

は事業者のパフォーマンスを全体的にシステマチックに見ていく制度にしたいといって作り

ました。どういった内容を見ていけば包括的に見られるのだろうかということを考えて、評

価機能分野を特定しました。各分野について、３段階で評価をする。そして、評価できない

部分もございますので、それについてＮ評価、未実施という形で評価をしました。この評価

を使いまして、ＮＲＣと事業者とが安全パフォーマンスについてしっかりコミュニケーショ

ンをしていこうとしました。ですので、評価結果についても公開型でありました。この評価

結果に基づいて、ＮＲＣはリソース配分を決める際の手がかりにもしていました。１８か月

ごとに評価を行う。しっかり、制度的に取り組んでいこうということが見受けられるかもし

れません。右手にお示ししているのがＳＡＬＰの評価例になります。非常に多くの分野にわ

たって、発電所ごとに評価がされているのが見受けられるかと思います。 

  このＳＡＬＰについても、実は転換期が訪れます。それはデービス発電所で起きた、ある

事象の影響によります。これは新しいＳＡＬＰという制度が始まってから５年たったときに

起きました。給水喪失事象というものが発生しました。何が問題だったのかといいますと、

この発電所に対して、ＳＡＬＰでは２（満足すべきレベル）という評価が行われていました。

これによってＳＡＬＰにおいて、ひょっとして事象の予兆を見逃していたのではないかとい

うことが問題になりました。 

  こういった批判を受けて、翌年の１９８６年に、ＳＡＬＰには規制のプログラムが上乗せ

されることになります。まず、ＮＲＣの幹部らが事業者のパフォーマンスを論議するシニア

マネジメントミーティングと呼ばれるもの、通称ＳＭＭというふうに、ＮＲＣでは呼ばれて

いました。それから、問題のあるプラントを一覧化したウォッチリストと言われるものがご

ざいます。これは思い付きで作ったものではなくて、もちろん、狙いがございました。まず

はＮＲＣがこういったプラントに対してしっかり監査をしていくという、監査強化を実現す
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るためのものでした。それから、産業界やパブリックに対して、市民の方に対して発電所の

パフォーマンスや全体の傾向についてしっかり情報提供していく。そういうためにウォッチ

リストというものを作られてきました。また、ＳＭＭによって、検査官だけではなくて、発

電所の状況をＮＲＣの幹部の方々もしっかり把握できるようにしていこう、こういったもの

でした。また、発電所のパフォーマンスについて、ＮＲＣのスタッフの判断を幹部が再検討

もできる、こういった目的の下、規制プログラムが上乗せされました。 

  ところが、実は、このＳＡＬＰに関してなのですけれども、問題点が表面化してまいりま

す。確かに、原子力の監査、コンプライアンスという部分では強化されたかもしれないので

すけれども、より本質的な部分、つまり、本来目指すべき安全パフォーマンスを向上するこ

とに一翼を担うであるとか、方法論というところでどうだったのかというところでの問題点

になります。それを大きく捉えると、４つに収れんされるかと思います。一つ一つ、御紹介

させていただきます。 

  一つ目は、客観性を欠いているという部分です。この当時は、まだ、検査と言いましても、

今のようにパフォーマンスインディケーターが集まっているわけではございませんでした。

そういう中で、やはり、主観的に評価する部分がございました。それから、ＳＡＬＰの報告

書というものが、もちろん公開があるのですけれども、非常にディスクリプティブ、説明記

述的で、分かりづらいという部分がありました。なので、逆に、３段階の評点ばかりが注目

されてしまっていて、目的から外れた評価結果がひとり歩きしてしまうということがありま

した。 

  ２つ目は、予見性が低いという部分です。シニアマネジメントミーティングで作成される

ウォッチリストというものがありましたけれども、このリストがひとり歩きしてしまって、

内容がどうだったのかということではなくて、そのリストだけ歩き回ってしまうことによっ

て、その結果が、実は事業者の経営に影響する形で、誤用されてしまいました。 

  また、中身に関してですけれども、判断のタイミングが遅い。問題のある発電所がウォッ

チリストに載るわけですけれども、迅速に特定していない場合がありました。つまり１２か

月から２４か月ごとにＳＡＬＰで評価をしたとしても、その結果は、今、発電所はどうなの

かというと、そこの間にはギャップがあるということが１点ございます。それからもう一つ、

ＰＰＲと呼ばれるプロセスが、当時、半年ごとに行われていましたけれども、この内容とＳ

ＡＬＰとの間に重複もございました。それで判断しづらい内容でした。 

  また、プラントのパフォーマンスを公正に評価をしていない。これは何かと申し上げます
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と、違反する安全上の意味合いがどうなのかということよりも、規制要件を遵守しているの

かどうなのかという、コンプライアンスベースがどうなのかということに注目されがちでし

た。また、地方局によって評価のばらつきが生じている、こういうことも問題点として浮か

び上がってまいりました。 

  こういった問題点を抱えていたＳＡＬＰが、どうして見直しされたのかということについ

て、お話をしていきたいと思います。 

  この見直しの経緯に着目するというのは、実はとても重要なことだと思っております。と

いうものも、アメリカに限らず、日本に限らず、世界には沢山の制度があります。その制度

で変わるものもあれば、我慢して多くの人がそのまま運用しているものもあります。ところ

が、アメリカにおいては、ＳＡＬＰは見直していこうといった、こういったムーブメントが

起きてきます。それは何だったのかについて、外的な要因と内的な要因について、これから

見てまいりたいと思います。 

  まずは、外的な要因を捉えたいと思います。ＮＲＣに対しての、実は主要関係者が様々な

見解を持っていました。その内容というのは、実はＳＡＬＰにとどまらない内容でした。こ

こで言っている主要関係者というものを、私は５つの主要関係者で整理をしています。 

  まずは、ＮＲＣといった内部の、あるいは、検査主幹部署を取り巻く関係者の方々です。

それから、パブリック、市民である方々。そして、会計検査院。そして、議会。そして、産

業界、事業者を含む産業界といった観点になります。ここの方々がどのようにＮＲＣを考え

ていたか、捉えていたのか、そして、ＳＡＬＰに対してどのような問題意識を持っていたの

かにつきまして、これから、御説明をさせていただきます。 

  まずは、事業者、産業界からになります。実は、産業界で、当時、１９９０年代中頃に、

あるレポートが発行されています。Ｎｕｃｌｅａｒ Ｒｅｇｕｌａｔｏｒｙ Ｒｅｖｉｅｗ

 Ｓｔｕｄｙと言われるレポートになります。当時、アメリカには多くのコンサルティング

ファームといわれる企業が活躍していました。タワーズペリン社というものが、その１社で

した。今はＭ＆Ａされてなくなってしまった会社なのですけれども、このタワーズペリン社

が、原子力規制の実態調査に関するレポートを書き上げています。ＮＥＩと呼ばれる産業界

の団体の委託で、この調査を行いました。５００ページに及ぶ非常に分厚いレポートなので

すけれども、このレポートでは、４４の事業者を対象にインタビューをしたり、あるいは、

アンケート調査を行って書き上げられたものです。その回答というのは発電所のマネジャー

クラスの方、そして、幹部の方々、非常に幅広い方が回答しています。どういう内容なのか
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ということを抜粋して、ここでは説明させていただきます。 

  まず、安全に関するパフォーマンスです。これは定量的なデータとして示されているもの

でした。着実に向上しているということで、スクラム発生件数について、ここでは示されて

いました。こういった安全性の向上を示すパフォーマンスがある一方で、違反件数がどうだ

ったのかというと、減ってはいない。とりわけ、デービスベッセの事象があった翌年には急

激に増えているということが見受けられました。 

  また、ＳＡＬＰというものが、パフォーマンスの悪いところに対しては厳しく検査を行う

という制度だったわけですので、問題のあるプラントに対しては、それだけの時間が割かれ

ることになるわけですけれども、実は、下のグラフです。ＳＡＬＰの評価結果と検査時間の

相関性はどうなのかということを見ると、必ずしも、その相関関係が見られないということ

でした。 

  それから、定性的なアンケート調査も行われていました。ＮＲＣからの圧力が原因で、私

たちは実際に安全性や信頼性を損ねるかもしれない、間違ったことをしたりアクションをと

ったことがある。こういった質問に対して「はい」と答えた事業者の方の割合についてです。

発電所のマネジャーの回答率は、６割を超えています。 

  それから下ですけれども、自分の発電所でかかった検査時間は、過去のＳＡＬＰに照らし

合わせると、納得がいくか否かです。地方局別に納得がいかない割合を見たものです。横の

軸というのが地方局別になっています。そうしますと、地方局２と地方局３では、約倍近く、

差があります。これは一体どういうことなのだろうかといった実態調査を行ったレポートに

なります。 

  このレポートなのですけれども、規制委員会にも届けられています。発行後、同じ年の１

２月に、実はＮＲＣ主催のパブリックミーティングに、著者であったタワーズペリン社のコ

ンサルタントが招聘されました。そこで結論を説明されています。内容です。産業界が原子

力安全に対する一義的責任を果たそうとも、強く・公正な規制機関は必要である。産業界だ

けでなく、ＮＲＣもプラントの安全性強化に取り組み続けてきたことへの理解。ＮＲＣと産

業界の関係は、重要課題の解決に効果的・効率的に取り組む関係ではない。ＮＲＣが抱える

慢性的な問題により公衆の健康と安全を向上させていない。こういう結論をお伝えしていま

す。 

  では、これに対するＮＲＣの見解がどうだったのか、なのですが、当時の議事録を読みた

どりますと、こういうことがつづられていました。レポートで指摘されている問題の多くは、
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ＮＲＣと特定の電力会社との間に起きていることで、全体的に当てはまることではない。こ

ういった見解がなされていました。 

  では、次のステークホルダー、関係者はどのようにＮＲＣ、あるいはＳＡＬＰを見ていた

のかを見てみたいと思います。 

  会計検査院からの指摘になります。会計検査院、当時はＧｅｎｅｒａｌ Ａｃｃｏｕｎｔ

ｉｎｇ Ｏｆｆｉｃｅ、今はＧｏｖｅｒｎｍｅｎｔ Ａｃｃｏｕｎｔａｂｉｌｉｔｙ Ｏｆ

ｆｉｃｅというふうに呼ばれていますけれども、この会計検査院が、当時、こういうレポー

トを発行しています。「原子力安全規制：問題あるプラントを防ぐためには、ＮＲＣがより

効果的アクションをとる必要がある」という名前のレポートになります。これでＧＡＯ、会

計検査院は、ＳＡＬＰが原子力安全パフォーマンス向上に効果を上げていないということを

指摘しています。 

  グラフを２つ、御紹介させていただいています。上のグラフはウォッチリストに掲載され

ている発電所の件数を見ているものです。件数は減っておらず、定常的に一定の件数が掲載

されているということと、下のグラフは、年数です。何年間、このウォッチリストに載り続

けているのかというものです。ウォッチリストに載ると、厳しい検査が行われる。この厳し

い検査が安全性向上といったところに何らか好影響を及ぼしていれば、こういった長くなり

続けるプラント数というのは変わっていくのか否なのか、ということを説いたレポートにな

ります。 

  青字の部分です。文字の方を読み上げさせていただきます。「慢性的にパフォーマンスの

低い発電所が存在している。ＮＲＣのウォッチリストには１４の発電所があげられるが、１

９８８年以来、最も高い数値となっている」なので、こういったウォッチリストがどのぐら

い安全性向上といった観点で功をなしているのだろうかということを取り上げたのが、この

会計検査院の指摘になります。 

  次の関係者は、メディアになります。タイム誌という国際情報誌がアメリカにはございま

した。国際的な情報誌ですけれども、この情報誌でＮＲＣが取り上げられました。ミルスト

ン発電所というところでの内部告発の問題に関する記事になります。燃料棒の交換に関して

の内部告発がなされましたけれども、これに対しまして、ＮＲＣが安全性には問題がないと

した事案になります。この記事の主張というのは、次のようになります。「原子力発電所が

安全基準に違反していて、連邦レベルの監視役（Ｗａｔｃｈｄｏｇ）が盲目となっていると

したら、国内の発電所はどのように安全でいられるのか？」といった主張になります。 



－9－ 

  次は、議会の圧力になります。ＮＲＣに対して議会もオーバーサイトを行っていましたけ

れども、その積極化が行われたわけです。１９９０年代当時は、ＮＲＣの改革が様々に行わ

れていました。今申し上げた、ミルストンの内部告発の問題も含めまして、ＮＲＣでは改革

を進めていかなければならないというものです。 

  右手にお示ししているのは、当時の公聴会の案内になります。ＮＲＣの委員のほか、会計

検査院、それから産業界、市民が招集されています。そういった場でアメリカの上院議員か

らは数々の指摘がされました。その代表的なものを３つ、ここでは御紹介させていただきま

す。 

  ＮＲＣの評価が客観的基準に基づいていないもので、主観的かつ恣意的な方法であるなら

ば、ＮＲＣの能力は「安全である、安全ではない」と、ただ、違いを声にしているだけとい

うことになり、問題だ。これはアーカンソー州のティムハチンソン上院議員の指摘になりま

す。 

  原子力産業が効率的にも運営しようとするということを認めることと、公衆の安全のため

の手段をとるということは、矛盾するわけではないという観点から、ＮＲＣの実効性を改善

するよう、我々も取り組むべき。ロードアイランド州のジョン・シャッフェ上院議員の発言

になります。自分たちもしっかりＮＲＣをオーバーサイトしていくということを、決意を表

明されたときのコメントになります。 

  それから、もう一つです。「リスクインフォームド」「パフォーマンスベースドの基準」

「ステークホルダーからのインプット」「パフォーマンス指標」といった言葉は、もう何年

も投げられかけていながら、我々はＮＲＣが何か本当に変化が起きているのを見たことがな

い。オクラホマ州のジム・インホフ上院議員でした。改革をやると言っておきながら、その

成果は、いつ見えるのか。そのアウトカムを示してほしいという議論の中でなされた発言の

一部になります。 

  もう一人のステークホルダーです。関係者はパブリックの専門家です。アメリカには、市

民の間にもエンジニアリングスキルを持つ専門家の方々が沢山いらっしゃいます。そういう

方々はウォッチドッグというふうに呼ばれていますけれども、原子力安全のパフォーマンス

をしっかり監視されていらっしゃいます。こういう方々は産業界であるとか、あるいは、官、

政府の利害関係を超えた指摘を展開されています。ここで御紹介させていただくのは、ＵＣ

Ｓ（Ｕｎｉｏｎ ｏｆ Ｃｏｎｃｅｒｎｅｄ Ｓｃｉｅｎｔｉｓｔ）という、憂慮する科学

者同盟の事例になります。このＵＣＳという団体は、１９９８年から原子力安全のパフォー



－10－ 

マンス評価を独自に実施していらっしゃいます。また、今しがた御紹介させていただいた政

府の公聴会でも発言されています。ここでは、その議会の公聴会で発言された内容の一部を

抜粋して、紹介させていただきます。原子力発電所の安全性、そして、アクシデントが起き

ている間も、公衆の保護に必要な安全システムについて、ある程度の確度で分かることがで

きないなら、我々は発電所を運営すべきではない。 

  それから、一つ飛ばして下の方にいきます。産業界はＮＲＣが過剰規制だというが、同様

に、過小規制もある。両方の例が存在するのはＮＲＣの規制が主観的で一貫性がないからで

ある。ＮＲＣは発電所を停止すべきか、再稼働してよいかを決定するための客観的な基準を

策定すべきである、こういった発言をなさっています。 

  では、この当時の原子力発電所の当事者である事業者は、発電のパフォーマンス向上にど

う取り組んできたのかを、もう一度、眺めてみたいと思います。 

  ＴＭＩの事故後、事業者は十数年にわたって、実は自律的に安全性向上を高めようと努力

されてきています。それは大きく、３つにまとめられるかと思います。 

  １つはオペレーショナルエクセレンスと呼ばれるものです。まずは、産業界の中で自主規

制（Ｓｅｌｆ Ｒｅｇｕｌａｔｉｏｎ）と呼ばれる機能を高めて、お互いが人質の関係にあ

るＨｏｓｔａｇｅ ｅａｃｈ ｏｔｈｅｒといった概念で、自分たちのパフォーマンスを高

めていこうという努力をされています。その１つの牽引役として、ＩＮＰＯと呼ばれる原子

力発電運転協会と日本で呼ばれていますけれども、こういった団体が牽引役にもなっていま

す。 

  ２つ目は、技術的・規制的課題にもしっかり取り組んでいくということになります。当時、

アメリカにも様々な機能が分散されて、団体になっていました。その諸機能を統廃合して１

つの団体、ＮＥＩという団体に一本化しています。このＮＥＩで説くべき協会の課題に注力

できる。つまり、リソースを分散させずに最適化を行う、こういった体制を作り上げていま

す。 

  この取組に対して、ＩＮＰＯと呼ばれる団体では、自分たちが取り組んできたものをセル

フアセスメントされています。ＴＭＩ事故から１０年後に、ＩＮＰＯでは、自分たちの活動

はどうだったのかということを検証して、その結果をレポートにまとめています。また、そ

のまとめた結果を、ＴＭＩ事故のときの事故調の委員長であったケメニー委員長に送付され

ています。その背景には、右手にお示しさせていただいているように、重要事象の発生頻度

というものが減ってきているであるとか、もう１つはパフォーマンス、稼働率が向上してき
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ている、こういった背景もございます。 

  ここで、一度、まとめさせていただきたいと思います。私がお話しさせていただいた内容

は、大きく３つの点がございます。 

  まずはＳＡＬＰ誕生の背景です。ＳＡＬＰというＲＯＰの前の制度が発生した背景です。

これはスリーマイルアイランド事故の発生をきっかけに誕生しまして、事業者の安全パフォ

ーマンスを総合的にアセスしようとする制度として開始しました。 

  ２つ目、ＳＡＬＰが引き起こした問題です。ＳＡＬＰの運用中に立て続けに、制度に屋上

屋を重ねました。複雑化して、分かりづらい制度となってしまいました。プラントの安全パ

フォーマンスの実態から乖離した評価も行われました。そうすると、事業者がＮＲＣの顔色

を見て仕事をせざるを得ない状況を作り出すことにもなりました。 

  ３点目、ＳＡＬＰ見直しの経緯です。内部告発に対してのＮＲＣの対応が社会的問題化し

ました。ＳＡＬＰだけではなくて、ＮＲＣに対して、議会、政府、事業者、メディア等、社

会からの批判が相次ぎました。コンサルティング会社のタワーズペリン社が原子力発電所に

対する検査の実態を明らかにしたレポートを作成しました。同レポートが議員の目にとまっ

たことをきっかけにして、ＳＡＬＰ見直しの声が高まりました。そして、ＮＲＣの改革を通

じて、ＳＡＬＰが廃止に向かいました。ここまでがＳＡＬＰ見直しの経緯になります。 

  後半の時間では、２つのお話をさせていただきます。ＲＯＰがどうして開発されるように

なったのか、その要因とやり方について。そして、ＲＯＰ開発の姿と、その意義が何であっ

たのか、についてです。 

  ＲＯＰ開発の、開始から運用の開始までをお示ししたのが、今、御覧いただいている資料

になります。とても短期で行われています。９８年３月から本格化し、２０００年４月には

運用開始となった制度になります。 

  ＳＡＬＰへの関係者の批判というのが続いていたというのは、今まで申し上げたとおりな

のですが、それに対して、ＮＲＣが何もやってこなかったのかというと、本当にそういうこ

とではありません。ＮＲＣの各部署で、このＳＡＬＰに対してどのように取り組んでいった

らいいのかということを非常に悩み、様々な議論をしました。外部のコンサルタントも入れ

て、自分たちで改善に取り組んでいます。 

  その一つが、ＩＲＡＰと呼ばれる動きです。ＳＡＬＰのプロセスをしっかり統合化しよう

としました。ただ、何が問題なのかというと、実は、ＩＲＡＰの検討というのはＮＲＣの内

部だけで行われていました。そういう中では、目に見える成果が出せませんでした。議会か
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らは、もっと成果を見えるようにしてほしいというふうにも言われてしまったわけです。そ

ういう中で、委員長が交代されます。シャーリー・ジャクソンさんという、外部の、改革力

を備えた委員長が就任しています。この方は、実はＩＲＡＰを内部の改革の要はチーム、チ

ェンジマネジメントのチームとして活用しようということを決めます。さらに、内部の改革

にとどめず、産業界やパブリックを含めた改革へと、改革のやり方を転換し始めるようにな

ります。 

  左の真ん中頃に、矢印の資料を図をお示しさせていただいております。実は、これは当時

のＮＲＣの状況をお示ししたものです。多くの職員は、全ての職員の方が原子力安全の確保

ということで、しっかり取り組もうとしていた。ただ、そのベクトルが様々な方向を向いて

いらっしゃいました。これに対しまして、シャーリー・ジャクソンさんは、このようなこと

を述べていらっしゃいます。「私が委員長としてしたかったことは、ＮＲＣが公衆の健康衛

生と安全というファンダメンタルなミッションを再認識し、規制組織としてのミッションを

もっと発揮できるようになること」。つまり、規制組織として、しっかりパフォーマンスを

出していくことだというふうに述べていらっしゃいます。そのために、ＮＲＣの重要課題に

つきましても明示しています。廃炉に伴う高レベル、低レベルの廃棄物に対するＮＲＣのス

タンス、原子力安全の確保とメンテナンス、プラントの利用年数と延長、産業界とのインタ

ーフェース、コミュニケーション、それから、リスクインフォームドの規制についてです。 

  もう一つは、ＩＲＡＰを改革推進チームとして活用するということです。そのやり方とし

て、本庁だけではなく、各地方局のメンバーも加えて構成したチームで、改革を進めていこ

うというふうにします。 

  その手法を、これから御説明させていただきます。 

  代表的なものは、パブリックミーティングを開発した方法になります。パブリックミーテ

ィングというのは、ＮＲＣが行っている公聴会であったり、いわゆる、様々な方、規制当局

の方、そして、事業者の方、第三者の方々が一緒になって議論をする場になります。説明の

ときもありますし、議論の場合もございます。ただ、このパブリックミーティングをジャク

ソン委員長はうまく活用するということに気が付きます。自らのミッションはチェンジマネ

ジメントのリーダーであるとして、様々な関係者を巻き込んで、その関係者が言っている内

容に耳を傾けて、コミュニケーションを積極的に展開することに乗り出します。 

  どういうことなのかといいますと、パブリックミーティングというのは、意見を聞く場だ

けではなくて、聞いた意見の中から変化を生み出していく。成果に転換させていくメカニズ
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ムとして活用するようになります。ＲＯＰにおいては、こういうことを行いました。ＮＥＩ

が、ある案をパブリックミーティングでＮＲＣに対して提示しています。その案というのが

ＲＯＰの原型の１つと言われているものになります。Ｒｅｇｕｌａｔｏｒｙ Ｏｖｅｒｓｉ

ｇｈｔ Ｍｏｄｅｌと呼ばれるものです。 

  下に、文字で述べさせていただいているものが、このＲｅｇｕｌａｔｏｒｙ Ｏｖｅｒｓ

ｉｇｈｔ Ｍｏｄｅｌの一部になります。モデルをどうして提示したのかということを、Ｎ

ＥＩの方はしっかり御説明したいということで、その背景を、まず、述べられています。規

制産業として原子力発電に対する自らの目標は何であるのか。そして、今日、このように問

題提案をするのはなぜなのかという、産業界の問題意識についてです。この目標と問題意識

に基づいて提示したのがＲｅｇｕｌａｔｏｒｙ Ｏｖｅｒｓｉｇｈｔ Ｍｏｄｅｌになりま

す。 

  内容は、まず、パフォーマンス指標というものを提示しています。その指標というものを

公衆の衛生と安全という観点、それから、安全のマージンという観点、そして、包括的なプ

ラントのパフォーマンスという観点から取り上げています。それに対して、安全のパフォー

マンスというと、期待されるパフォーマンスは一体どう提示できるのかということを、ここ

では明示しています。バリアの健全性、オペレーティングの課題、そして、緩和能力、プラ

ントパフォーマンスのトレンドというふうに、彼らは呼んでいました。 

  これのＯｖｅｒｓｉｇｈｔ Ｍｏｄｅｌに対しまして、実は、ＮＲＣは、次のように受け

とめています。ＮＥＩが提示したオーバーサイトプロセスの改善案は、ＩＲＡＰの提案と根

本的かつ理念的に異なる。それは放射性核種放出へのバリアを維持し、事象を最小化し、シ

ステムが意図した機能を発揮できるような事業者のパフォーマンスとひもづくアプローチで

あった。ＮＲＣのインスペクションマニュアルというものがありますけれども、その中に、

今、述べたように明示されています。 

  このモデルの中では、もう一つ、明示したことがあります。それは規制のアクションモデ

ルについてもＮＥＩが提示したということです。安全の閾値と規制の閾値という考え方を提

示しています。安全の閾値を満たしていないところについてはシャットダウン命令というも

のが出されます。そして、規制の閾値というものを満たしていないところについては、やは

り、違反の通告を出す。それから、厳しく検査をしていくということになります。規制の閾

値を満たしているというところについてはＮＲＣが指標を満たしていく。そして、検査項目

を減らしていく。そして、検査の報告からパフォーマンスの逸脱をしっかり文書化していく、
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こういったことを、ＮＥＩがＮＲＣに対して提示をしました。 

  この提案結果が行われたのが１９９８年の夏でしたけれども、そこから時たたずとして、

９月、１０月にかけて、あるワークショップが開催されます。４日間のワークショップと呼

ばれるもので、このワークショップに関わった、当時のＲＯＰ開発関係者は、４－ｄａｙｓ

ワークショップというふうに呼んでいます。目的は、ＲＯＰの理念を形成し、関係者が共通

認識を持つ場であったというふうに言われています。なされた内容の前に、どういった参加

者が加わったのかということを御説明させていただきます。 

  まず、３００名の方が参加しています。ＮＲＣの検査の関係者はもとより、地方局の方、

そして検査活動をしっかり監査する方などです。それから、産業界の方、そして、一般市民

の方、そして、その他の方々です。 

  検討の内容ですけれども、何のためにＲＯＰを作っていくのかという、目的の共有をした

後に、根本的に解かなければならないイシューについてを議論しています。それは検査制度

のポリシーについてだったり、評価のやり方、特に、リスクインフォームドレギュレーショ

ンについて。そして、パフォーマンスインディケーター、パフォーマンス指標について、そ

して、オーバーサイトにおける強制措置の役割についてです。 

  さらに、課題に明示するだけではなくて、どのように解いていくべきなのかということで、

リーフダイフ、いわゆる、深掘り検討もしていきます。それが、実はコーナーストーンと呼

ばれるものの開発になります。コーナーストーンというのは、ＲＯＰの骨格を担うものです。

安全パフォーマンスといったときに、一体、何を見れば安全パフォーマンスを見ていること

になるのかと言われる、いわば、検査の骨組みのことを示しています。したがいまして、ア

ウトプットとして出てきたものは、このコーナーストーンが何であるのかという定義になり

ます。 

  コーナーストーンを決めました。そして、その決めた内容を文書化していくという行為に

乗り出していきます。それが規制文書ＳＥＣＹ９９－００７と呼ばれる文書の発行になりま

す。この文書は、ＲＯＰの関係者の間ではバイブルと言われている文書になります。オーバ

ーサイトプロセスをどのように改定していくのか、そして、今のＳＡＬＰの制度からどうや

って移行していくのかという計画が記述された文書になります。今、ＲＯＰについては非常

に多くのガイドがアメリカＮＲＣでは用意されていますけれども、このガイドは、実はこの

９９－００７に基づきながら作られています。そういう意味で、非常に重要な文書になりま

す。 
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  次のページ以降は、今、私が口頭で申し上げた内容の詳細がお示しされています。時間の

限りもございますので、詳細は申し上げませんけれども、一つだけ、御紹介させていただき

たいことがあります。それは、ＮＲＣの独立性についてです。事業者の方の提案を受け入れ

ながら、制度設計、あるいは運用していくといったとき、ＮＲＣがどのようにして独立性を

保つかというのは非常に重要な観点だと思います。事業者だけではなくて、いろいろな利害

関係のある人との距離感をどう保つかということになります。アメリカにおいても、これが

議論になりました。例えば、事業者由来のデータや情報をＮＲＣが信頼して、より活用でき

るようになるためには、どうやってそれを意思決定の中でプロセスとして扱っていくべきな

のか。それから、活用の仕方をどうやって検証していくのかという、こういった検討になり

ます。 

  実は、この検討をしているという背景には、アメリカのＮＲＣが大事にしている理念、哲

学があります。それはＴｒｕｓｔ ｂｕｔ Ｖｅｒｉｆｙというものがあります。信頼せよ、

しかしながら、検証せよ、と言われるものです。事業者の言っていることについてリスペク

トして、しっかりその人の言っていることを理解していく、トラストしていく。しかし、

我々はその内容をしっかり検証していく。ＮＲＣの独立性に関する議論というのは、このＴ

ｒｕｓｔ ｂｕｔ Ｖｅｒｉｆｙの実践例というふうにも見受けられますので、これは一例

としてお示しさせていただきます。 

  それから、飛びまして、ＲＯＰの試運用の話に進めさせていただきます。制度設計が非常

に駆け足で進められていきました。続いて、試運用が進められます。非常に駆け足で進めら

れた内容でしたので、その内容をベリファイしなければいけないということでした。目的は

ＲＯＰが効率的に機能するかどうなのか、評価をすること。そして、その評価をしっかりで

きていくのか、その評価のプロセスがしっかり機能しているかどうなのか、評価がしっかり

機能しない場合は、どこに問題点があるのかという問題点を見つける、そして、それを適宜、

見直していくことです。この評価のプロセスのことを、ＮＲＣではＳＤＰ（Ｓａｆｅｔｙ 

Ｄｅｔｅｒｍｉｎａｔｉｏｎ ｐｒｏｃｅｓｓ）というふうに呼んでいます。日本において

も、ＳＤＰという考え方は取り入れられていまして、ＲＯＰの中で非常に重要な装置の一つ

というふうに呼ばれているものです。 

  それから、この新しいオーバーサイトの効果をできる限り評価することという観点が、Ｓ

ＡＬＰに比べて有用であるのかを評価しましょうということでした。 

   ただし、この試運用をアメリカの九十幾つものプラント全てでやるということはとても
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難しかったので、地方局ごとに代表的なプラントを２つずつ選んで、地方局１に関しては３

つだったのですけれども、発電所を、６か月間で行っています。そのときに試運用の実施方

針というのを立てていらっしゃいます。非常にユニークなことがございますので、それを申

し上げますと、まずは、評価がロバストであること。そして、マイナーな気付きとちゃんと

切り分けができることが重要ですよ、ということを言っています。つまり、試運用の仕組み

の脆弱（ぜいじゃく）性だけを見つけて問題視するだけではなくて、どこに、どういった有

用性があるのか、そして、何を、どのように解いていかなければいけないのかということを

しっかり見極めましょうということでした。 

  もう一つ、興味深い点が、右側にお示しさせていただいているのですけれども、試運用の

評価パネルというものを設けています。パイロットプログラム評価パネルというふうに、彼

らは呼んでいます。このパイロットの評価パネルというもので試運用がうまく回っているか

どうなのかということを評価をしています。興味深いというのは、当事者だけではなくて、

事業者の方、それから、産業界の団体、そして、州政府、そして、一般の方、ＵＣＳといっ

た第三者団体などが関わって、試運用の評価結果を検討してきました。 

  このようにして、試運用の結果が本運用に受け継がれていきます。評価は評価レポートと

してまとめられただけではなく、実際に、プロセスの見直しが行われます。そして、運用開

始の直前に、実はＮＲＣが、ある会議を開いています。ＲＩＣと呼ばれる規制情報会議と言

われるものです。年に１回行われている年次総会的な会議なのですけれども、この会議で、

ＲＯＰについて発表を行った方がいらっしゃいます。興味深いと私が申し上げたのは、発表

者がＮＲＣ当事者ではなくて、一般者であったということです。一般の専門家がＲＯＰにつ

いて、説明をしています。その中で、そうすることによって、ＲＯＰというものがＮＲＣと

事業者との２者の関係に陥ることなく、より開かれた制度として運用開始していく、そうい

った、宣言にも見える部分ではないかということで、ここでは御紹介させていただいていま

す。 

  実はこの一般の専門家は、非常に厳しいことを、ＲＯＰに対して述べています。ＮＲＣは

問題点へ早急に対応すべきである。そして、ＲＯＰは４月から開始すべきであると言ってい

ます。パフォーマンス低下については、ＮＲＣは対応はあらかじめ定義することもできる。

そのためには、ＲＯＰというのは改善が多くあるので、検証をしっかり重ねるべきである。

セルフ・レギュレーション、パブリックの理解力をもっと高めていく必要があるという観点、

そして、ＳＤＰ、先ほどの安全重要プロセス、これがうまくいかない、機能していないとい



－17－ 

う観点、こういったことを述べていらっしゃいます。 

  ＲＯＰは制度設計、そして、試運用を経て、２０００年４月から本運用を開始しました。

この枠組みを見ていただきますと、中核にコーナーストーンというものがございます。これ

こそが原子力安全のパフォーマンスをどのようにしたらしっかり見ていくことができるだろ

うかということを議論した中で作り上げられたものが、正にＲＯＰの中核にしっかり腰を据

えている姿なのかもしれません。 

  では、この後、ＮＲＣはどうしたのか。作りっ放しだったのか、どうなのかなのですが、

開始運用後も、しっかり検証していこうということに取り組んでいます。自らも評価をして

いるのですけれども、検証委員会というものを設置して、ＲＯＰの運用改善に取り組んでい

ます。ＩＩＥＰと呼ばれるもので、イニシャル・インプリメンテーション・エバリエーショ

ン・パネルと呼ばれるものです。これ自体は、ＮＲＣの中の方ももちろん関わっているので

すが、当事者の組織は、実はこの委員にはなっていません。それ以外、当事者以外の組織、

主幹部署以外の組織の方が委員になっていて、それから事業者、第三者の方が委員に名を連

ねていらっしゃいます。そのほかに、当事者の方も、この検証委員会には参加をして状況を

見ている、あるいは、情報を提供しているというやり方をしています。この中で、本当にＲ

ＯＰの課題は何なのか、優先すべきことは何なのかということであったりとか、あるいは、

ＮＲＣ自体がやっているセルフ自己評価についても情報提供を受けて、議論をしていってい

らっしゃいます。 

  さらに、なのですけれども、第三者は、もう少し長期的な考察もしています。原子力発電

所の安全パフォーマンスをウォッチドッグとして見守る第三者が、１９６０年代から、発電

所に対する検査制度の変遷を見ていますし、発電所の安全パフォーマンスの推移がどうなっ

ているのかということを、考察し続けています。この第三者によりますと、こういう考察が

なされていました。ＳＡＬＰは安全パフォーマンス上の問題を明らかにした。問題が解決す

るまで、事業者はプラント停止がなされた制度である。一方のＲＯＰは、パフォーマンスの

劣化が深刻な状況になる前に劣化傾向を検出し、事業者に必要な改革を促す制度であるとい

うことです。 

  ＲＯＰに対して、国際機関も評価をしています。国際原子力機関です。２０１０年に出さ

れたレポートにおいて、このように述べられていました。リスク情報を活用し、安全なパフ

ォーマンスに基づいている。予見性があり、透明性があるという点で、原子力監督プロセス

はよい実践がなされているということです。 
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  今日のお話をまとめさせていただきます。 

  ＲＯＰ開発の経緯とプロセスについて、です。ＮＲＣは、内部改革を成功させるべきとい

う、議会からの厳しい注文が、背景にありました。ＮＲＣ組織の存亡、これをかけて、ＮＲ

Ｃは、産業界、パブリックとの協働を通じて、ＲＯＰを開発しました。安全性を継続的に向

上させるためのオーバーサイトの在り方、そして、そのオーバーサイトの仕組みを、継続的

に進歩させるメカニズムを、ＮＲＣは築きました。 

  安全性向上の観点において、ＲＯＰが優れている点、ＲＯＰの理念と制度の構成要素やメ

カニズムが理念を柱に、関係者の間で共通理解されていること。そして、産業界と規制当局

が安全に取り組むための共通基盤になっていることです。安全パフォーマンスの高い発電所

は、一層、安全パフォーマンスを上げられるよう、自ら目指す取組に注力することができま

す。そして、安全パフォーマンスの低い発電所には厳しい検査が適用されて、安全パフォー

マンスの改善に注力することができます。事業者もＮＲＣも、安全重要度を軸にして、自ら

のリソースを配置することができます。 

  開始時から運用後も引き継がれている点です。ＲＯＰが目指す姿を軸にしながら運用され

ていることです。ＮＲＣと事業者との関係は、Ｔｒｕｓｔ ｂｕｔ Ｖｅｒｉｆｙ、事業者

を信頼するが検証する、に基づきます。監督プロセスの機能性を、ＲＯＰの理念やＮＲＣの

Ｇｏｏｄ Ｒｅｇｕｌａｔｉｏｎに照らし、官産民が確認し合い、改善し続けてきている点

でございます。 

  米国における原子炉監督プロセス、これは、２０年がたちます。これからの学び、我が国

の私たちは、沢山、学べることがあると思えてなりません。 

  私からの説明は以上になります。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  では、質疑を行います。 

  佐野委員から、お願いします。 

（佐野委員）大変重要な問題について、広範かつ詳細な御説明を頂きましてありがとうござい

ます。 

  沢山質問があるのですけれども、主要な質問に絞ってお伺いしたいと思います。その一つ

は、ＳＡＬＰからＲＯＰに至る経緯について御説明いただいたのですが、印象としては、チ

ェック・アンド・バランスが良く機能しているなと、感じました。議論が建設的で、その過

程で自己改革がなされてきた。タワーズペリン社、ＧＡＯ、議会、それから、専門家、科学
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者からの批判を建設的に捉えて自己改革していったという、それがＳＡＬＰからＲＯＰに至

る過程だと考えます。質問はこの４月から日本もＲＯＰを導入するわけですが、日本におい

て、特に、福島以降の９年間を見たときに、このような批判に対する建設的な対応という観

点から、日本の場合アカデミクスなどの批判機能を、どのように評価されますか。もう一つ

は、後半のＲＯＰの中身の話なのですが、アメリカもＴＭＩ以降、それなりに、もがいてき

たわけですね。悩み悩んで、原子力の安全性を向上すべくいろんな知恵を絞ってきた。その

成果物としてのＲＯＰを今回日本が導入するわけですけれども、安全文化も違うし、特に組

織文化、さらには、先ほどのような、批判文化といいますか、そういうのが大変違うと思う

のです。そういった中で、日本がＲＯＰを導入する際の課題について、何かお考え、あるい

は、助言があればお伺いしたいと思います。 

（近藤氏）これは日本の、の関係者の方がどうだということよりも、むしろ、日本とアメリカ

との違いなのかもしれないのですけれども、アメリカの、特にＲＯＰ開発において非常に彼

らが学んだなと思うことは、ファシリテーションということや、それから、マネジメントす

る能力を高めたということのように思いました。個々の方々、例えば、事業者の方が提案す

るとか、あるいは、ＮＲＣの方がリスク・インフォームド・レギュレーションに取り組む、

こういうことはＲＯＰの前から取り組まれていたことだったわけですけれども、そういった

ものをしっかり取り入れて、一つの方向性に収れんさせていくという、それが正にリーダー

シップであったり、マネジメント力ということだと思いますけれども、これができたことが、

アメリカでできた一つの非常に大きな成功要因だったように思います。 

  日本においてはどういうことなのかといいますと、個々の方々も、やはり、福島の第一発

電所の事故以降、取り組まれてきていらっしゃるというふうに、私、感じています。もちろ

ん、足りていないことは何なのかというと、改善点は沢山あるかもしれませんけれども、も

っと伸ばすことができるとすれば、ファシリテーションしていくとか、それぞれの方々の

個々の取組を、一つの方向に持っていき、アウトカムを創出していくということだというふ

うに感じています。そして、実は、それが、今、なされようとしているのが、この新検査制

度ではないかというふうに思えてなりません。新検査制度について、私も規制庁さんの資料

など見せていただいたり、あるいは、公開の討議などにも傍聴させていただいていますけれ

ども、その開催回数だけではなくて、非常に濃い議論がなされているということは、１点、

ございます。 

  また、規制庁さん、公開の場での学協会が行うシンポジウムには、３０回以上出かけてい
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って、コミュニケーションをやられているという話も聞いています。これが十分なのか不十

分なのかという議論はあるかもしれませんけれども、いろいろな機会が開かれているという

ことで、それに対して、一つ、それは着目すべきことではないかというふうに思います。 

  次に大事なのは、そういった機会を、では、誰が、どのように、次のアウトカムにつない

でいくのかというふうに思います。今、私たちはいろいろ、新検査制度について知るという

ことができるようになりましたので、それを次のアウトカムにつなぐという、つまり、どう

いうことかといいますと、今、私たち、言ってみれば、試運用の状況、開始前なのです。本

当に試運用の成果を得ていくのは本運用になってどうなるかということですので、つまり、

作っているときはしっかり見るけれども、始まったら終わりということにならないように、

本運用後も新検査制度の状況をしっかりと、事業者も、それから第三者も見ていくというこ

とが、実は成功の鍵を握っているのではないか。アメリカから学ぼうということは、それで

はないかというふうに思ってなりません。 

（岡委員長）中西委員、いかがでしょうか。 

（中西委員）どうも御説明、ありがとうございました。非常にいい勉強になりました。 

  一つ教えていただきたいことは、アメリカは最初のＴＭＩの事故の後にいろいろ変わった

というのは分かるのですが、その後は、何も、強い事象がないにもかかわらず、いろいろ議

論が高まって、どうやってＮＲＣ自身が自分を変えたのか、誰が、どういうふうに引っ張っ

たかというところ。それで、ＮＲＣ自身が自分自身を変えていくというのはすごいことで、

それは単に、議会の圧力だけでもない気がするのですけれども、どうして、こういうことが

うまく実現していったのでしょうか。この議論の場というのは、日本でも沢山あると思うの

ですが、なかなか、それをすんなり取り入れたりすることができなくて、例えば、さっき言

われたように、風土の違いとかあると思うのです。例えば、規制庁がいろんなところに聞き

に行くとか、大きくオーガナイズして何かやって、それで方向性を決めて、それを、かつ、

自分が取り入れるという、そこのプロセスがどうなのか、教えていただければと思います。 

（近藤氏）改革というふうに申し上げましたけれども、実は、もちろん、根底には地道な努力

があります。例えば、誰か１人だけすばらしいリーダーがやってきたら物事は変わるという、

そういう代物でもございません。そういう意味においては、リスク・インフォームド・レギ

ュレーションについては、ＲＯＰの前から、実は検討がなされてきているので、データとし

てはそれなりに蓄積がなされていました。では、どうしてそれが、要は、使うことになった

のかといいますと、やはり、ＮＲＣに対して改革のプレッシャーは相当であった。ただ、議
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会が変わりなさいと言っているだけではなくて、予算を非常に大きなポーションで、つまり、

大きなポーションというのは、２割、３割ではなくて、それ以上に削減が迫られている。結

果を出さない限りは、組織として成り立たなくなってしまうという条件で行われていた。こ

れは事業会社で言えば倒産に見舞われてしまうということになりますので、そういう意味に

おいては、非常に大きなプレッシャーだったと思います。 

  もう一つ顕著な点は、中西先生がおっしゃるように、事故による事故後の改革ではないと

いう観点なのです。事故が起きた後というのは、急いで、とにかく事故のことを意識して変

えようとしてしまうので、とにかく、そこにばかり目がいってしまうわけですけれども、今

回の場合は、安全パフォーマンスということに着目して、よい提案を受け入れたということ

も、もしかする、と改革の中身としていいものが入ってきた、こういうきっかけだったのか

もしれません。 

（中西委員）どうも、ありがとうございました。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  大変、詳しくまとめられて、本も出されて、非常にいろいろ参考になる。おっしゃりたい

ことは佐野先生の質問で、お答えになった、今後の運営をちゃんと見ていかないといけない、

そのとおりだと思います。 

  私、お話になったなかで、ＮＲＣの独立性のことをお話しになったとおもいますが、、余

りよく聞こえなかったので、もう一度おっしゃっていただけるとありがたいです。検証せよ

とおっしゃったのでしたっけ。 

（近藤氏）Ｔｒｕｓｔ ｂｕｔ Ｖｅｒｉｆｙというものです。この組織の理念でありながら、

実は、検査官の振る舞いとして、非常にこれ、言われているものです。ＮＲＣの検査官のガ

イドにも、ベストプラクティス集というものがあるのですけれども、その中にでも書かれて

います。現場に行ったときに、検査官の方が現場で事業者の方に、働いている職員の方に

何々ですかと聞くと、もし、そこで答えられなかったとしますと、何でそれは分からないん

じゃないかということではなくて、まず、そこは一旦それで終わりにする。いろいろな、答

えられないというのは隠しているということではないということで、一旦、それはそのまま

として受けとめる。ただし、それはどういうことなのかをまた別の方法で検証しましょう。

なので、非常に重要な概念ですよということで現場の方に浸透している概念であるというこ

とで、御説明させていただきました。 

（岡委員長）分かりました。独立性ということは、日本だとすぐ、ちょっと違うような意味で
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議論されますけれども、ちゃんと検証して考えなさいよということだということですね。あ

りがとうございました。 

  このＲＯＰを日本的な組織文化の中で根付かせていくというのも、一番重要な課題だと思

うのですが、それでちょっと、中西先生の質問に関係するのですけれども、スリーマイル島

原発の事故の後、産業界が一番行ったことは、規制の改善というより、むしろ、先に行った

のは自主的安全性向上、ＩＮＰＯを作って、こんな事故は困る。それで、自分たちで改善す

るのだということをやってきた。これは産業界の中の話で、余り公開しないでやってきたの

でよく分からないのですけれども、実際は、今日のお話の１４ページの一番左の上図のスク

ラム発生件数は、既に１９８５年ぐらいから下がり始めていますよね。これがＲＯＰをやる

必要があると、ＮＥＩが言っていることの根拠データになっていると思います。それから、

２０ページの事故と関係する重要事象は、グラフを見ると、１９８９年、１９９０年ぐらい

から下がっていっています。ＲＯＰが動き出したのは、１９９４年とか１９９５年とかで、

実際にできたのは２０００年ですから、アメリカの歴史を見ると、自主的安全性向上の方が

先に効果を上げていた。それがＲＯＰをつくる必要性があるとの認識をを助けたというふう

に私は理解をしています。中西先生の質問にも関係するので、そう思ったのですけれども。

しかし、米国の自主的安全向上の方は余り情報が、実はない。英語の本ではＨｏｓｔａｇｅ 

of ｅａｃｈ ｏｔｈｅｒという本があるというふうに伺っています。まだ読んでいないの

ですけれども、こちらの方も、日本の関係者は勉強をした方がいいのではと思います。これ

は事業者の話ですので、電気事業者、あるいは原子力研究開発施設を動かしている事業者、

そういうところの話なのですけれども。ＲＯＰに関する近藤さんの本は労作だと思うのです

が、ＩＮＰＯの活動についても、いい解説、ないのかなと思っております。これはコメント

です。 

  今、私、そんなところですけれども、先生の方から、ございますでしょうか。 

（佐野委員）追加ですけれども、ＮＲＣの独立性についてですが、独立性を保ちつつ、原子力

産業界と協働してきた。その背景には、ＮＲＣのＯＢ、ＯＧがＮＥＩに転職していることが

あると思います。つまり、ジョブのモビリティが高いため、産業界が何を考えているかとい

うこともＮＲＣによく分かるし、ＮＲＣが何を考えているかということも産業界もよく分か

る、そういう点が、日本と違いますね。そういうところに、舶来のＲＯＰを持ってきて、今

後、試運転をして、本格的な運用まで自己改革していくというのが求められている訳ですが、

日本にＲＯＰが根付くために、どういうことが原子力産業界、あるいは、規制側に求められ
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ているか、何か助言があれば、頂きたいと思います。 

（近藤氏）必要なことは、ずっと見守りましょうというふうに言ったのですが、曖昧だと思う

のです、私の言い方が。これは定期的に、あるいは、ピリオディカルに検証を加えていくと

いうことなのかもしれません。特に、アメリカでは、今、正に、エンハウスメントというこ

とで、ＲＯＰの改革が行われています。これはもちろん、外的環境が変わってきていますの

で、技術のイノベーションもアメリカにはありますので、変わってきているわけですけれど

も、やはり、１０年、２０年、同じ制度を運用していくと、知らず知らずのうちに、非効率

な部分であるとか、あるいは、もう少し効率化できたりとか、実効的にできる部分があるの

かもしれません。あるいは、本当に安全上の重要度からかけ離れた運用があるのかもしれま

せん。こういうことはチェックしていくという行為が非常に重要になってまいりますので、

私が提言させていただくとしたら、定期的な検証になります。 

（岡委員長）そうしますと、日本的な文化の中で、といったのですけれども、実際は、その問

題を考えると、非常に国に依存している。米国の例を言いますと、連邦議会がＮＲＣの予算

と定員を決めていますよね。それから、会計検査院は、実際は行政監察院ですよね。日本は

不正会計だけを検査するのが会計検査院の役割と思われているけれども、実際は、行政を見

ていて、それに対してコメントするので行政監察院、この２つが米国では機能しているとい

うことです。日本は、こういうところにもある意味、頑張ってもらう必要があるのかもしれ

ないのですが。もっと根本には、原子力関係者が非常に国に依存をしていて、よく、ＯＢで

規制が悪いという声が聞こえたりしますが、これは国に依存の裏返しのリアクションだなと、

私、感じることがあるのですけれども。そういう、国に依存した日本のメンタリティの中、

しかも、集団主義である。集団主義はいいところもあるのですが、こういう中で、日本で行

われるＲＯＰをどういうふうに根付かせていくか。そのためには、自分たちの中の検証だけ

じゃなくて、議会とか政府組織とか、そういうところの問題もあわせて理解をする。それか

ら、我々自身の、国に依存しているような、そういう部分のところを意識をして、そこは自

己責任といいますか、そういう部分と切り分けて理解をしていくということではないかなと

いうふうに思うのですが、近藤さん、何か、コメントございますか。 

（近藤氏）正に、おっしゃるとおりだと思います。第三者という話をさせていただくと、よく

第三者って一体誰なのかという話になるのです。パブリックって一体誰なのか。ＳＡＬＰの

ＲＯＰを見ていますと、周りにいる方なわけです。例えば、イリノイ州政府の方なども検証

委員会には入っていました。イリノイ州というのは、発電所が多く立地している一地域なわ
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けですけれども、そういった、周囲にいる方々に、もっと新検査制度であったり安全パフォ

ーマンスに興味を持っていただくという取組自体が、実はパブリックに対してのコミュニケ

ーションだったり、第三者を増やしていくということに思えてなりません。ＲＯＰの調査を

していると、よさは何ですかと、いろいろな方に伺うと、一つに、非常に分かりやすい制度

ですという答えが返ってきます。もし本当に分かりやすい制度であるとするならば、その分

かりやすさを、当事者の方々、当事者というのは規制庁さんだったり事業者の方だったりす

るわけですけれども、もっと活用して、安全パフォーマンスの考え方をお示ししていくこと

ができるのではないかというふうに考えております。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  もうちょっと言うと、規制委員会とか規制庁の方は、大いにこれをやっていくつもりはあ

るのだと思うのです。しかし、原子力事業者の規制側との対話というのが、事業者がどうし

ても国に遠慮してしまってきついことを言わないところもあります。意見の言い方も、別に

話をするだけじゃなくて、いろんな報告書とか論文とか、そういうものも含めて、いろんな

ものを作っていくやり方もあるかなと思ったので、コメントしておきたいと思います。決し

て、会って話するだけがコミュニケーションではない、対話は重要なのですけれども、コミ

ュニケーションというのは根拠の情報も含めて成り立っているはずです。そこのところでは

原子力関係者、いろいろできることがあるのではないかというふうに思います。 

  いかがですか。何か御意見、ありますか。 

（近藤氏）本当に対話というものと、フェース・ツー・フェースで会うということもできます

し、いろいろなやり方があると思います。時代の変化と共に、コミュニケーションの手段は

増えてきていますので、それをうまく活用していくということが、逆に、ＲＯＰの開始当時

はできなかったことが、今、私たちはできることなのかなというふうに思います。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  そのほか、ございますか。どうぞ。 

（中西委員）あと一つだけ教えていただきたいことは、ワークショップ４日間、非常に建設的

で３００人が集まって、いろいろなことを論理的に進めていると。この話の中に、感情面と

いったら変ですけれども、幾ら説明されても私はこうだとかというようなのものが日本では

あるんですけど、アメリカは余りそういうことはないのでしょうか。きちんと議論して、決

まったことを政策にしていくということで、何も反対がないというふうに考えてよろしいで

しょうか。 
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（近藤氏）ＲＯＰについてはいい制度だねと、誰もが言っているわけではなくて、もちろん、

改善点もありますし、ＲＯＰは本当にもっと信頼される制度になるために、ということで、

今も、やはり、議論が続いています。そういう面では、感情の部分もアメリカにおいてもあ

るのではないかと思います。 

（中西委員）どうも、ありがとうございました。 

（岡委員長）ありがとうございます。どうぞ。 

（佐野委員）ＲＯＰは、アメリカ以外の国、例えば、フランス、ドイツ、イギリス等々で、既

に導入されているのですか。 

（近藤氏）ＲＯＰを導入しているのは、メキシコ、スペイン、台湾です。４か国で、今、導入

がされています。 

（佐野委員）メキシコ、スペイン、台湾。 

（近藤氏）４か国です。 

（佐野委員）導入しようとしている国は、どうでしょうか。例えば…… 

（近藤氏）今、正に、それで日本が続いているというところです。 

（佐野委員）そういうことですか。ありがとうございました。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  そのほか、ございますでしょうか。 

  それでは、大変、ありがとうございました。議題１は以上です。 

  どうも大変、近藤さん、ありがとうございました。 

（近藤氏）どうも、ありがとうございました。 

（竹内参事官）それでは、議題２でございます。関西電力、四国電力、九州電力の、関係原子

力発電所の変更許可の答申についてでございます。 

  それでは、事務局から説明を、よろしくお願いいたします。 

（佐久間参事官補佐）事務局の方から御説明させていただきます。 

  資料の第２号の方をご覧ください。昨年、原子力規制庁の方から御説明いただきました有

毒ガスの防護に係る規制を新規に設けた変更ということで、原子力規制委員会の方から意見

聴取を求めた以下の原子炉の設置変更許可についての答申でございます。資料はこの関西電

力の高浜の１号から４号、美浜の３号、大飯の３、４号、四国電力伊方の３号、九州電力川

内原子力発電所の１号、２号、玄海原子力発電所の３号、４号の６件の設置変更許可に対す

る答申案をそれぞれ付けております。 
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  次のページ、資料の２－１号をご覧ください。こちらにつきまして関西電力株式会社高浜

原子力発電所発電用原子炉の設置変更許可１号、２号、３号、４号発電用原子炉施設の変更

について、ということで答申となっております。 

  令和元年１２月１２日、１２月１１日付の原規規則発第１９１２１１８５をもって意見照

会のあった標記の件に係る原子炉等規制法４３条の３の８第２項において準用する法４３条

の３の６第１項第１号に規定する許可の基準適用については別紙のとおりであるということ

で、次のページになっております。 

  本申請につきましては、というところになります。発電用原子炉の使用の目的が商業用発

電のためであること、使用済み燃料については使用済み燃料を再処理の再処理等拠出金法に

基づく拠出金の納付先である使用済み燃料再処理機構から受託した法に基づく指定を受けた

国内再処理事業所において再処理を行うことを原則とし、再処理されるまでの間、適切に貯

蔵管理をするということ。海外において再処理を行われる場合は、再処理等拠出金法の下で

我が国が原子力の平和利用に関する協力のための協定を締結している国の再処理事業所にお

いて実施する。海外再処理によって得られるプルトニウムは国内に持ち帰る。また、再処理

によって得られるプルトニウムを海外に移転しようとするときは政府の承認を得るというこ

となどの諸点については、その妥当性が確認されていること。加えて、我が国では当該発電

用原子炉も対象に含めた補償措置活動を通じ、国内全ての核物質が平和目的活動にとどまっ

ているとの結論をＩＡＥＡから得られていること。また、本件に関して得られた全ての情報

を総合的に検討した結果から、当該発電用原子炉が平和目的以外に利用されるおそれがない

ものと認められるとする原子力規制委員会の判断は妥当であるということで、これは、今、

申し上げたのは関西電力の高浜発電所の分になっております。同じ内容につきましては、美

浜、大飯、四国電力の伊方、九州電力の川内、九州電力の玄海発電所分についても内容につ

いても同じになっております。 

  以上です。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  それでは、質疑を行います。 

  佐野委員からお願いします。 

（佐野委員）御説明、ありがとうございます。 

  本件は前回の定例会で規制庁の方から詳細について伺った案件ですけれども、結論的に安

全に関する措置であって、これらの原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれはないとす
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る規制委員会の判断が妥当であるということで差し支えございません。 

（岡委員長）中西委員、いかがですか。 

（中西委員）御説明、ありがとうございました。 

  私も特に問題はないと思います。 

  以上でございます。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  私も諮問されている件について、特に異論ございません。そのとおりでいいと思っていま

す。 

  それでは、案のとおり答申するということでよろしいでしょうか。 

  それでは、御異議ないようですので、案のとおり答申することといたします。 

  議題の２は以上であります。 

（岡委員長）それでは、議題３について、事務局からお願いします。 

（竹内参事官）議題３、その他です。今後の会議予定について、御案内いたします。 

  次回、第２回原子力委員会の開催につきましては、日時、令和２年１月２１日１０時から、

場所は８号館６階６２３会議室、議題は調整中で、後日、原子力委員会ホームページ等の開

催案内をもってお知らせいたします。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  そのほか、委員から何か御発言、ございますでしょうか。 

  それでは、御発言ないようですので、これで本日の委員会は終わります。 

  ありがとうございました。 

 


